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１．平成19年２月期の業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年２月期 42,244 27.0 1,221 80.5 1,209 87.1 542 259.6

18年２月期 33,270 6.9 677 △15.7 646 △17.1 150 △57.0

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 自己資本
当期純利益率

 総資産
経常利益率

売上高
経常利益率 

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年２月期 1,062 99 1,061 87 12.4 11.2 2.9

18年２月期 298 59 296 12 3.7 6.3 1.9

（注）①期中平均株式数 19年２月期 509,885株 18年２月期 504,840株
②会計処理の方法の変更 有
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年２月期 10,867 4,588 42.2 8,980 06

18年２月期 10,631 4,126 38.8 8,147 90

（注）①期末発行済株式数 19年２月期 510,950株 18年２月期 506,450株

②期末自己株式数 19年２月期 40,450株 18年２月期 40,450株

２．平成20年２月期の業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月28日）

売上高 経常利益 当期純利益

 百万円 百万円 百万円 

中間期 19,500 440 250

通　期 41,000 1,000 550

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　1,076円  43銭

３．配当状況  （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 ・現金配当  １株当たり年間配当金（円） 配当金総額
（百万円） 

配当性向

 （％） 

純資産配当率

  （％）   中間期末 期末 年間

19年２月期 110 110 220 112 20.7 2.6

18年２月期 110 110 220 111 73.7 2.7

20年２月期（予想） 130 130 260    

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金  842,469 831,486 △10,983

２．売掛金 118,851 244,961 126,110

３．商品 3,674,207 4,010,714 336,506

４．食材 5,255 － △5,255

５．貯蔵品 53,823 40,566 △13,257

６．前払費用 204,446 181,360 △23,085

７．繰延税金資産 266,227 200,571 △65,655

８．未収入金  135,303 197,920 62,617

９．その他 61,373 60,755 △617

10．貸倒引当金 △345 △627 △281

流動資産合計 5,361,612 50.4 5,767,710 53.1 406,097

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 2,402,511 1,856,555

減価償却累計額 △886,400 1,516,110 △903,253 953,301 △562,808

２．構築物 270,388 294,657

減価償却累計額 △141,443 128,944 △158,902 135,755 6,810

３．車両運搬具 9,035 9,035

減価償却累計額 △8,529 506 △8,579 455 △50

４．器具備品 455,433 296,743

減価償却累計額 △220,970 234,463 △168,541 128,201 △106,261

５．土地  242,279 242,279 －

６．建設仮勘定 67,270 22,000 △45,270

有形固定資産合計 2,189,574  1,481,993  △707,580

(2）無形固定資産

１．ソフトウェア 106,056 76,322 △29,733

２．電話加入権 12,325 12,325 －

３．水道施設利用権 91 77 △13

無形固定資産合計 118,472  88,725  △29,747
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 137,570 72,408 △65,162

２．関係会社株式  551,854 1,243,754 691,899

３．関係会社出資金 14,450 － △14,450

４．長期貸付金 459,284 466,093 6,809

５．長期前払費用 110,382 110,608 226

６．繰延税金資産 353,206 380,927 27,721

７．差入保証金 1,336,419 1,254,738 △81,681

８．その他 50 70 20

 　  ９．貸倒引当金 △1,270  －  1,270

投資その他の資産
合計

2,961,947  3,528,600  566,653

固定資産合計 5,269,994 49.6 5,099,319 46.9 △170,675

資産合計 10,631,607 100.0 10,867,029 100.0 235,422

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 1,183,014 1,803,266 620,252

２．短期借入金 1,700,000 900,000 △800,000

３．１年内返済予定長期
借入金

734,121 655,921 △78,200

４．未払金 299,519 211,705 △87,814

５．未払消費税等 66,013 50,597 △15,416

６．未払費用 95,986 141,246 45,260

７．未払法人税等 46,503 343,000 296,496

８．預り金 10,187 9,338 △849

９．賞与引当金 92,895 96,988 4,093

10．ポイント値引引当金 257,667 281,802 24,134

11．設備未払金 5,196 7,980 2,784

12．その他 22,904 28,823 5,919

流動負債合計 4,514,009 42.5 4,530,669 41.7 16,660

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 1,630,575 1,324,275 △306,300

２．退職給付引当金 52,304 121,534 69,230
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３．役員退職慰労引当金 137,025 142,550 5,525

４．その他 171,191 159,636 △11,554

固定負債合計 1,991,095 18.7 1,747,996 16.1 △243,098

負債合計 6,505,104 61.2 6,278,666 57.8 △226,438

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※２ 1,149,645 10.8 － － －

Ⅱ　資本剰余金

(1）資本準備金 1,103,933 － －

資本剰余金合計 1,103,933 10.4 － － －

Ⅲ　利益剰余金

(1）利益準備金 16,117 －

(2）任意積立金

１．別途積立金 1,740,000 － －

(3）当期未処分利益 403,275 － －

利益剰余金合計 2,159,392 20.3 － － －

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

4,020 0.0 － － －

Ⅴ　自己株式 ※３ △290,489 △2.7 － － －

資本合計 4,126,502 38.8 － － －

負債・資本合計 10,631,607 100.0 － － －
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  1,165,507 10.7 －

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  －   1,119,796   －

資本剰余金合計   － －  1,119,796 10.3 －

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  －   16,117   －

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  －   1,740,000   －

繰越利益剰余金  －   833,364   －

利益剰余金合計   － －  2,589,481 23.8 －

４．自己株式   － －  △290,489 △2.7 －

株主資本合計   － －  4,584,296 42.2 －

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価
差額金

  － －  4,066 － －

評価・換算差額等合計   － －  4,066 － －

純資産合計   － －  4,588,363 42.2 －

負債純資産合計   － －  10,867,029 100.0 －
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 33,270,569 100.0 42,244,968 100.0 8,974,398

Ⅱ　売上原価

(1）商品売上原価

１．期首商品たな卸高 3,197,866 3,674,207

２．当期商品仕入高 24,203,178 31,957,365

合計 27,401,045 35,631,573

３．他勘定振替高 ※１ 241,321 7,648

４．期末商品たな卸高 3,674,207 4,010,714

商品売上原価 23,485,515 31,613,210

(2）施設運営原価 1,158,526 24,644,042 74.1 861,038 32,474,249 76.9 7,830,207

売上総利益 8,626,527 25.9 9,770,718 23.1 1,144,191

Ⅲ　販売費及び一般管理費

１．広告宣伝費 319,850 304,839

２．貸倒引当金繰入額 762 308

３．役員報酬 129,388 135,000

４．給与手当 1,087,943 1,166,873

５．賞与 204,895 218,294

６．雑給 928,904 1,044,913

７．賞与引当金繰入額 85,478 99,982

８．役員退職慰労引当金繰
入額

31,381 18,817

９．退職給付費用 12,475 21,049

10．法定福利費 205,881 216,692

11．賃借料 1,551,426 1,737,976

12．消耗品費 313,363 384,781

13．水道光熱費 297,793 318,882

14．手数料 912,848 1,004,402

15．リース料 368,298 346,750

16．減価償却費 327,325 263,321

17．その他 1,171,444 7,949,460 23.9 1,265,919 8,548,804 20.2 599,344

営業利益 677,067 2.0 1,221,914 2.9 544,847
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前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 2,327 2,816

２．受取配当金 263 207

３．受取手数料 ※２ 9,071 9,847

４．受取賃貸料  48,588 77,060

５．その他 3,374 63,625 0.2 33,928 123,859 0.3 60,234

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 44,954 48,861

２．不動産賃貸費用 45,979 65,714

３．賃貸借契約解約損 － 21,391

４．その他 3,340 94,273 0.3 609 136,576 0.3 42,303

経常利益 646,418 1.9 1,209,197 2.9 562,778

Ⅵ　特別利益

１．事業譲渡益 ※３ －   11,904    

２．ポイント値引引当金戻
入益

 －   36,763    

３．保険収入  46,096 46,096 0.1 － 48,668 0.1 2,572

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※４ 18,644 12,831

２．減損損失 ※５ 38,895 111,990

３．リース契約解約損 5,209 12,417

４．商品評価損  238,720 －

５．投資有価証券評価損  40,250 19,749

６．関係会社株式評価損  － 4,549

７．関係会社投資損失 22,004 －

８．退職給付費用 － 363,726 1.0 53,449 214,988 0.5 △148,737

税引前当期純利益 328,788 1.0 1,042,876 2.5 714,088

法人税、住民税及び事
業税

273,710 462,971

法人税等調整額 △95,661 178,049 0.5 37,902 500,873 1.2 322,823

当期純利益 150,738 0.5 542,003 1.3 391,264

前期繰越利益 308,235  －

中間配当額 55,698  －

当期未処分利益 403,275  －
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

前事業年度
株主総会承認日
平成18年５月29日

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 403,275

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 55,709

２．任意積立金

別途積立金 － 55,709

Ⅲ　次期繰越利益 347,565
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月28日　残高
（千円）

1,149,645 1,103,933 1,103,933 16,117 1,740,000 403,275 2,159,392 △290,489 4,122,482

事業年度中の変動額

新株の発行 15,862 15,862 15,862 － － － － － 31,725

剰余金の配当(注) － － － － － △55,709 △55,709 － △55,709

剰余金の配当 － － － － － △56,204 △56,204 － △56,204

当期純利益 － － － － － 542,003 542,003 － 542,003

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

15,862 15,862 15,862 － － 430,089 430,089 － 461,814

平成19年２月28日　残高
（千円）

1,165,507 1,119,796 1,119,796 16,117 1,740,000 833,364 2,589,481 △290,489 4,584,296

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日　残高
（千円）

4,020 4,020 4,126,502

事業年度中の変動額

新株の発行 － － 31,725

剰余金の配当(注) － － △55,709

剰余金の配当 － － △56,204

当期純利益 － － 542,003

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

46 46 46

事業年度中の変動額合計
（千円）

46 46 461,860

平成19年２月28日　残高
（千円）

4,066 4,066 4,588,363

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

       決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

商品

   主として移動平均法による原価法

商品

同左

食材

最終仕入原価法

──────

 

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　建物　　　10～20年

　構築物　　10～20年

　器具備品　５～10年

有形固定資産

同左

無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）

　社内における利用可能期間（３～５

年）に基づく定額法

無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）

同左

その他の無形固定資産

　定額法

その他の無形固定資産

同左

長期前払費用

　定額法

長期前払費用

同左

－ 10 －



項目
前事業年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）ポイント値引引当金

　将来のポイントサービスの利用によ

る売上値引に備えるため、過去の使用

実績に基づき将来使用されると見込ま

れる金額を計上しております。

(3）ポイント値引引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務見込額に基

づき計上しております。

(4）退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

６．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。 

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

4,588,363千円であります。 

──────  （企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27

日）に準じた方法で会計処理を行っております。

追加情報

前事業年度
（自　平成17年３月１日

至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

　「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日企業会計基準委員会　実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費は31,259千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ、同

額減少しております。

 (退職給付会計)

　当社は、退職給付債務の算定にあたり、従来、簡便法に

よっておりましたが、当事業年度より原則法による算定方

法に変更しております。この変更は、当事業年度において、

当社アイ・カフェ事業部門を会社分割し、当事業に従事す

る従業員を連結子会社株式会社アイ・カフェに承継した後

においても、当社単体従業員数が300人以上となることが

確定したことにより、退職給付債務の算定の精度を高め、

退職給付費用の期間損益計算をより適正化するために行っ

たものであります。　

　なお、この変更に伴い、当事業年度期首における退職給

付債務について計算した簡便法と原則法の差額53,449千円

を特別損失に計上しております。

　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

営業利益及び経常利益が5,064千円、税引前当期純利益が

58,514千円、それぞれ減少しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

────── １．関連会社に対する資産及び負債には次のものがあります。

売掛金 6,324千円 

未収入金 130,526千円 

その他流動資産 303千円 

未払金 20,726千円 

その他流動負債 1,108千円 

※２．会社が発行する株式の総数   普通株式

       2,000,000株

発行済株式の総数  普通株式

      546,900株
──────

※３．当社が保有する自己株式の数は普通株式40,450株で

あります。

──────

　４．商法施行規則第124条３号に規定する純資産額

          4,020千円

──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

※１．他勘定振替高は、アイ・カフェ直営店舗での商品の

利用に伴う施設運営原価（消耗品費）への振替2,600

千円及び商品評価損（特別損失）への振替238,720千

円であります。

※１．他勘定振替高は、アイ・カフェ直営店舗での商品の

利用に伴う施設運営原価（消耗品費）への振替7,648

千円であります。

※２．関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれ

ております。

受取手数料        9,071千円

※２．関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれ

ております。

受取手数料 9,847千円

────── ※３．事業譲渡益 

　　アイ・カフェ桜木インター店の事業譲渡に伴う譲渡益

であります。

※４．固定資産除却損の内訳             

建物    5,407千円

構築物        2,176

器具備品

撤去費用

10,830

230

計 18,644

※４．固定資産除却損の内訳             

建物       10,896千円

器具備品 355    

ソフトウェア          945

撤去費用 634

計      12,831

※５．減損損失の内訳

　　当事業年度において、当社は古本市場事業の以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

中部圏

古本市場店舗１店舗 建物、構築物、器具備品

ブック・スクウェア

店舗２店舗

建物、構築物、器具備品、

営業権

九州圏 古本市場店舗１店舗 建物、構築物、器具備品

　当社は、独立採算管理が可能である店舗ごとに資産をグ

ループ化しております。

　営業損益において減損の兆候がみられた店舗については

帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失（38,895千円）

として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物

16,564千円、構築物1,637千円、器具備品1,646千円及び営

業権19,047千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、備忘価額により評価しております。

※５．減損損失の内訳

　　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

関東圏 古本市場店舗１店舗
建物、構築物、器具備品、

ソフトウェア、リース資産

近畿圏
アイ・カフェ店舗

１店舗

建物、構築物、器具備品、

ソフトウェア、リース資産

  当社は、独立採算管理が可能である店舗ごとに資産をグ

ループ化しております。

　営業損益において減損の兆候がみられた店舗については、

将来の回収可能性を勘案したうえで帳簿価額を減額し、当

該減少額及び、その店舗にて使用しているリース資産のリー

ス残債を減額し、当該減少額を合計し、減損損失（111,990

千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、

建物66,547千円、構築物1,791千円、器具備品6,921千円、

ソフトウェア232千円及びリース資産36,499千円でありま

す。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、備忘価額により評価しております。

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 40,450 － － 40,450

合計 40,450 － － 40,450
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 33,491 26,144 7,346

器具備品 1,776,256 1,303,007 473,248

ソフトウェア 62,881 56,072 6,809

合計 1,872,629 1,385,225 487,404

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運
搬具

31,304 22,550 － 8,754

器具
備品

1,337,837 998,111 13,576 326,149

ソフト
ウェア

25,649 14,541 － 11,107

合計 1,394,791 1,035,203 13,576 346,011

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    320,310千円

１年超 457,036

合計 777,346

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内   218,627千円

１年超 339,253

合計 557,880

リース資産減損勘定の残高 15,784千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料  392,267千円

減価償却費相当額     334,540千円

支払利息相当額 24,871千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 357,422千円

減価償却費相当額  292,791千円

支払利息相当額  21,617千円

減損損失  36,499千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として

定率法で計算した各期の減価償却費相当額に10／９を

乗じた額を減価償却費相当額とする方法によっており

ます。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 59,758千円

１年超 231,961千円

合計 291,720千円

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  24,014千円

１年超 56,033千円

合計 80,048千円

（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成17年３月１日　至　平成18年２月28日）及び当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平

成19年２月28日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

－ 15 －



（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳 １．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

賞与引当金    37,566千円

ポイント値引引当金 104,200

商品評価損 96,538

役員退職慰労引当金 55,412

退職給付費用 20,982

減価償却費 247,559

その他 59,901

繰延税金資産計 622,163

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,729

繰延税金資産合計（純額） 619,433

繰延税金資産

減価償却費   227,349千円

関係会社株式 35,840

未払事業税 27,639

賞与引当金 39,222

ポイント値引引当金 113,960

退職給付引当金 49,148

役員退職慰労引当金 57,647

その他 55,613

繰延税金資産小計 606,421

評価性引当額 △22,161

繰延税金資産合計 584,260

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,761

繰延税金資産合計（純額） 581,499

　平成18年２月28日現在の繰延税金資産の合計（純額）

は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　平成19年２月28日現在の繰延税金資産の合計（純額）

は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 266,227千円

固定資産－繰延税金資産 353,206

流動資産－繰延税金資産   200,571千円

固定資産－繰延税金資産 380,927

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.4

住民税均等割 13.0

関係会社投資損失 2.7

特別税額控除 △2.3

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.2

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.2

住民税均等割 4.3

繰延税金資産に係る評価性引当て 2.1

その他 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.0
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(企業結合等関係)

 　当事業年度(自平成18年３月１日　至平成19年２月28日)

 　１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の

概要

(1）分離先企業の名称及び分離した事業の内容

　株式会社アイ・カフェ　　アイ・カフェ事業　　 

(内容：インターネット・コミック・カフェの店舗運営及びフランチャイズサポート) 

 (2）事業分離を行った主な理由

　当社に属するアイ・カフェ事業部門を株式会社アイ・カフェに承継させ、株式会社アイ・カフェに当社グループ

のアイ・カフェ事業を集約することで、より一層機動的な意思決定や業務効率の改善を容易とし、さらなる事業の

発展を目的としてグループ事業の再編を行うものであります。  

(3）事業分離日 

 　　　平成18年９月１日 

(4）法的形式を含む事業分離の概要 

 当社を分離元企業とし、株式会社アイ・カフェを分離先企業とする分社型吸収分割を実施いたしました。

２. 実施した会計処理の概要 

(1）移転損益を認識しておりません 

(2）受取対価の種類　 

  分離先企業の株式

(3）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

   資産の額

流動資産 119,836千円

固定資産 1,032,754千円 

 合計 1,152,590千円 

 　　　負債の額

流動負債 　　　　　　　　　　　　　　　　201,827千円

固定負債 230,763千円 

 合計 432,590千円 

 　３.当該事業年度の損益計算書に記載されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高 　　　　　　　　　　　　　　　　731,817千円

営業損失 230,713千円 
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１株当たり純資産額    8,147.90円

１株当たり当期純利益      298.59円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益       296.12円

１株当たり純資産額     8,980.06円

１株当たり当期純利益     1,062.99円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     1,061.87円

  当社は平成17年４月20日付で株式１株につき10株の株式分

割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。

１株当たり純資産額    8,078.06円

１株当たり当期純利益      703.80円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      692.29円

──────

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 150,738 542,003

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 150,738 542,003

期中平均株式数（株） 504,840 509,885

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 4,205 538

（うち新株予約権） (4,205) (538)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成16年５月27日定時株主総会決議

による新株予約権（株式の数8,890

株）。

平成16年５月27日定時株主総会決議

による新株予約権（株式の数8,160

株）、平成17年５月26日定時株主総

会決議による新株予約権（株式の数

10,720株）。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

(会社分割)

  当社は、平成18年４月20日開催の取締役会において、平

成18年９月１日をもってアイ・カフェ事業を会社分割によ

り連結子会社株式会社アイ・カフェに承継する決議を行い、

同日、株式会社アイ・カフェと吸収分割に関する契約を締

結し、平成18年５月29日開催の定時株主総会において承認

を受けております。

　(1)会社分割の目的

　当社グループにおけるアイ・カフェ事業は、当社連結子

会社の株式会社アイ・カフェが直営店の運営及びフランチャ

イズ(ＦＣ)本部として創業し、当社グループの事業政策と

して出店を加速するため、当社が株式会社アイ・カフェの

ＦＣとなり、グループ直営店の拡大を展開してまいりまし

た。

　今回の会社分割は、当社に属するアイ・カフェ事業部門

を株式会社アイ・カフェに承継させ、株式会社アイ・カフェ

に当社グループのアイ・カフェ事業を集約することで、よ

り一層機動的な意思決定や業務効率の改善を容易とし、さ

らなる事業の発展を目的としてグループ事業の再編を行う

ものであります。

　(2)分割期日

    平成18年９月１日

　(3)分割承継会社の概要

　　①商号　　　株式会社アイ・カフェ

    ②事業内容　インターネット・コミック・カフェの

                店舗運営及びフランチャイズ事業

　(4)分割に際して発行する株式及び割当

　　株式会社アイ・カフェは本分割に際して普通株式を

　12,000株発行し、その全てを当社に割り当てる。

  (5)承継させる資産及び負債

 　(平成18年２月28日現在)

資産 負債

  項目 　帳簿価額   項目 　帳簿価額

  流動資産 61,949千円　流動負債 85,128千円

　固定資産 912,307千円　固定負債 169,128千円

  合計 974,257千円　合計 254,257千円

　──────
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